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大阪における結核対策のあゆみ

ー保健所の役割とその変遷一

わが国の結核対策は戦後の公衆術生行政のI此

も大きな課頌であり，全国の保健所が挙げてこ

の問題と取組んできたといっても過言ではな

い．そしてこの10年余の間に結核対策は著しく

発展したが，同時に保健所活動そのものもこれ

を反映して大きな変化を示している．即ちサー

ビス業務中心の実施機閲としての性格の強かっ

た保健所は，結核対策の推移とともに漸次管内

の衛生行政を統轄指遅するという行政機閉とし

ての面が強くなってきており，この傾向は将来

更に大きくなっていくと考えられる．そこで戦

後の保健所のあゆみを結核対策の側から振り返

って，その足取りを辿るとともに，その将来に

ついても考察したいと思う．

1. 結核予防法の成立

戦後の数年間の結核対策は保健所の急辿な整

備を背景に，保健所が主な実施機関となって行

政的にも形が整えられていった．しかし死亡率

は漸次減少に向ってはいったものの，結核問題

は依然として種々の社会的な禍苫の根源として

暗い陰を投げかけていた．そして社会保障制度

審議会の勧告をはじめとし，結核対策の強化が

広く叫ばれ，中でも社会保険医療の赤字増加に

端を発して粘核医旅の国家的な保障が大きく取

上げられるようになった．このような梢勢のも

とに昭和 26年に結核予防法が全面的に改正さ

れ，これまで各方面で行われていた健康診断，

予防接種を統合強化するとともに，結核医旅の

普及とその社会的な保障のための医旅費公費負

担制度が盛り込まれたのである．

この法の制定がその後の保健所活動に及ぽし

た彩密は非常に大きいが，保健所が行政機1関と

しての性格をはっきり打出す韮盤になったこと

もその一つである．すなわち，健康診断の面で

佐々木陽

は学校，事業所，施設及び一般の住民に対して

夫々その長を実施義務者とし，保健所長がその

指遅監仔に当ることになり，保健所の立場が明

確にされたことである．しかし現実には技術設

備の面でも保健所に依存せざるを得ないところ

が多く，実施義務者から逆に検診業務を委託さ

れることになり，以来矛盾した保健所の二重性

格が今日まで続いている．

ーガ保健婦の家庭訪問の重点は法の施行以来

結核に移り，その訪問件数が急激に上昇してい

った．又医療費公穀負担制度も始めのうちは半

額目己負担のある自費患者には利用され難かっ

たが，保健婦活動による啓棠と受療勧奨によ

り，漸次結核医療が普及されていった．さらに

従来とかく怠られがちであった患者の届出も公

費貨担制度の発足とともに順調に行われるよう

になってきた．

しかし，健康診断については，早くから手をつ

けられていた学校，大企菜を除いては未だ普及

するに至らず，殊にrli町村長の実施する一般住
民検診は地域的或は年令的に対象者の制限があ

り，殆ど行われていなかった．このような中で

大阪市及びその近郊でも，いわゆる住民検診の

行われていた地区がある．たとえば，府下盟能

郡の東能努村では昭和27年以来全村検診が，阪

大，池田保健所の援助で行われ，また同様な試

みが市内福島区，浪速区或は伊丹iii等において
もなされている．これらの活動の結果， 30才以

上でも患者発見率は高く，住民検診対象者の年

令制限は撤廃すべきであることが結論されてい

るのは注目される．

丁度この煩，昭和28年に第 1回の結核実態謡

丘が行われた．結核死亡は戦後年々急激な減少

を示し，昭和27年には半減するに至ったが，患
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者数については把握の方法がなく，死亡数を手

懸りとして推測するに過ぎなかった．この全

国的な断面調丘の結果，わが国の結核患者数は

推定をはるかに上廻る 292万に達し， しかも都

"di隈村の区別なく全国的にまん延し，また従来

青年層の疾患と考えられていたのが中老年層に

も多数の患者のあることが明かにされたのであ

る．この調任の結果は社会的に大きな反密を呼

び，結核対策に対する一般の世論が喚起され

た．そして昭和30年には法の一部が改正され，

一般住民に対する健康診断の地域及び年令の枠

は撤廃され，国民皆検診への方向に進んだので

ある．

2. 結核対策の進展と溢路

結核予防法の制定により，わが国の結核対策

は飛躍的に強化され，保健所がその主な実施機

関となって結核対策は次第に進展していった．

ところが事業の進展につれて保健所の業務量が

急速に増加していったにもかかわらず，保健所

の整備がこれに伴わないため，設備，人員，予

節等の不足はだんだん深刻な問題となり，この

ままでは公衆術生の行詰りが懸念されるように

なった．この行詰りを自分達の手で何とか打開

しようと大阪を中心として衛生部局，保健所の

関係者，それに大学，研究機閲からも参加して

種々の活動や研究が始められた．そして昭和29

年には「公衆衛生の会」が生れ，現場の身近か

な問題を取上げて討議を重ね，又同じく「大阪

公衆衛生協会」が発足し広い層に働きかけて活

動を開始している．翌30年には「結核対策懇談

会」が作られ，初めて医師会も参加して結核対

策推進について総合的に論議された．

このような討議の巾で特に問題になったのは

保健婦活動である．結核の家庭訪問は公費負担

制度に伴って急激に増加していったが，保健婦

の人員は増加されず，一方当時はクリニックの

介助や事務にとられる時間がかなりの部分を占

めていたため，訪問時問は10形前後に留まり，

年間の新患者の初回訪問さえ廻り切れないこと

が少くなく，保健婦の悩みは深刻であった．こ

れに対して市務職只や府護婦を配闘して訪問時

問を増加し，能率的に訪問をこなすことに解決

の方向がむけられ，保健婦は「保健婦本来のシ

ゴト」に戻る必要のあることが繰返し強調され

た．

又，患者家族対策は，家族内感染が特に著し

いにもかかわらず，家族検診は有料であったこ

とも原因して極めて低調であった．これに対し

て阿倍野保健所では，昭和30年から全額無料に

改められたのを機会に家族検診を重点的に取上

げ，対象世術の8096,対象者の659,るの検診を行

って 9%の有所見者と2596の有病世幣を発見し

ている．その結果，登録患者の10%以上が家族

検診による発見患者で占められるようになり，

家族検診が家族管理と潜在患者の早期発見に大

きな役割を果すものであることが認識された．

しかし家族検診によって家族管理を行うとし

ても広く住民検診を行ってその発端となる潜在

患者を見つけ出すことがまず必要となるわけで

ある． ． 

ところが，この住民検診は対象が拡大された

にもかかわらず，一向に成果が挙っていなかっ

た．これには昭和31年まで検診費用を受診者か

ら徴集することになっていたし，又実施義務者

においても予算措置はじめ実施態勢が殆どでき

ていなかったことによるが，巾でも対象が一般

家庭人であるためその確認が極めて困難で，そ

のため具体的な計画も立てられなかったという

ことが大きな原因である．その他住民検診が広

く行われるようになれば，当然保健所の負担が

多くなるが，行政管理庁の監在で指摘されたよ

うに保健所の施設，人員は極めて不充分であ

り，到底その要求には応じられない現状であっ

た．殊にその巾心となるX線関係では装置が整

備されていないだけでなく， X線障害が重大な

問題として取上げられ住民検診の推進をはばん

でいた．

3. 住民検診の推進

このように実態調在を契機として結核対策に

対する世論が高まり，就中住民検診の推進が急

務として叫ばれるようになったが，昭和32年に

は再び法が改正され，定期健康診断はすべて無

料実施に踏み切られ，．全国的に住民検診推進の

機運が盛上ってきた．
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住民検診の実施には前に述べたように種々の

困難な事情があったが，これらは保健所の努力

とともに地域組織の力によって乗り切られたの

である．例えば昭和32年度に受診率64%を挙げ

た吹田市では，最初の企画から地域婦人組織で

ある母子会と医師会が参加し，母子会は組織を

通じて該当者名簿を作成したのをはじめ，印刷

物や集会による PR活動を行うほか，会員以外

の対象者を1人以上受診させることを目標に，

戸別訪問によって受診を勧誘するなど住民検診

全般にわたって極めて大きな役割を果したので

ある．このように地域組織の活動を基盤として

府下では池田，吹田，狭山，市内では城東の各

保健所管内で50彩以上の受診率を挙げたのをは

じめとし，その他の地域でも一斉に住民検診が

行われた．

こうして長年懸案であった住民検診もその第

一歩を踏み出したが，発見患者に対する事後指

導策，この事業に対する医師会の役割が極めて

重要であることが改めて認識されることとなっ

た．医師会の住民検診への協力は各地で梢極的

に行われ，検診の遂行に大きな力となったが，

池田市及び吹田市では医師会はツ反， BCGを担

当するだけでなく，精密検診も指定医療機関で

引受けたので，受診者は近くの医療機関で精検

を受けられるようになり，そのため精検の受診

率が著しく向上し，いづれも80彩以上を示して

いる．これはいわゆる池田一吹田方式として全

国的に取上げられたのは周知のことであるが，

この方式をとった両地区とも発見患者の医療が

円滑に進められ，受療状況が非常に良好であっ

迄中でも吹田市での調査によれば，一般開業

医の受診者は，病院国保診療所等に較べ好結果

が得られているのは注目に値しよう．

住民検診の推進にあずかって力のあった今一

つの要因は保健所の検診能力の調整である．ぃ

うまでもなく住民検診という困難な事業を行う

には市町村に対して，どうしても保健所の種々

の援助が必要であるが，既に述べたように保健

所自身もその能力には自ら限度があるわけであ

る．そこで従来保健所で相当の比重を占めてい

た学校，市業所の健康診断を他の機関に譲り，

保健所は挙げて住民検診と取組むことにしたの

である．特に学校検診は結核予防会を中心に検

診業者によって大阪集団検診協議会が結成さ

れ，これが学校検診を一手に引受けることとな

った．

このような措置は大阪独得の劃期的なもので

あったが，これは大阪の立地条件や保健所の弱

体ということのほかに保健所のオ入を学げるこ

とが余り強いられない財政的事情にも負うとこ

ろが大きい．そしてこの措匹を一つの契機とし

て，保健所は管内の結核対策の行政的な指群機

関としての性格が一層強くなったのである．さ

らに住民検診そのものも市町村自身で実施する

方向に向っており，市立病院や国保診療所等の

医療機関或は民間の検診機関の役割が漸次大き

くなってきている．

4. 結核患者の管理の問題

住民検診が一応の成果を挙げ，ょうやく軌誼

に乗せられるようになったが，保健所における

結核対策の重点は，残された問題である患者管

理へと向けられていった．この仕事はこれまで

も問題にされてきた患者登録の整備を中心とし

た患者把握の方法の確立ということと，これを

某礎とした保健婦活動による在宅患者の京掟指

等のあり方に焦点が絞られたが，巾でも医師会

の最近の公衆衛生活動と関連して，保健婦活動

と医療機関との提携の問題が大きく取上げられ

た．

この結核患者管理の問題は大阪公衆衛生協会

の部会活動の研究テーマとして討議されたが，

それらの機会を通じて行政関係者と医師会のメ

ンバーが直接話合うことによりお互に認識を新

たにし，歩み寄りを深めていった．ところで，

患者管理の中軸となるのは保健婦の訪問指羽で

あるが，前にも述べたとおり結核予防法の施行

以来重点的に行われてきた結核の訪問は，年々

増加する登録患者に対し訪問時間を増加して能

率的に訪問をこなすことによって合理化がはか

られてきた．しかし訪問によって充分効果を期

待するにはどうしても頻回に継続して指薬する

ことが必要である．そこで訪問指導の必要度の

窃いケースを選んで，これを重点的に訪問する
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ことが考慮され，そのための訪問基準が検討さ

れるようになった．例えば伊丹保健所では昭和

30年からこの考え方に基いて「家庭訪問指甜区

分」を定め，病状，経済条件，家族構成等の因子

を考慮して問題のあるケースを選び，短い間隔

で頻繁に訪問する方式がとられている．また西

淀川保健所でも未訪問が累積しているところか

ら更に大巾に訪問対象を選定し，初回訪問から

問題のあるケースのみに絞る方法がとられてい

る．このような試みによって従来殆ど測ー的に

行われてきた訪問事業を整理し，重点指1[1Jによ

って訪問効果の向上に努力が払われた．しかし

それだけに管内における結核患者全体に対する

系統的な管理対策が確立されていないと，とも

すれば訪問対象の単なる機械的な選択に終り，

問題の重点を見失う恐れがなくはない．したが

って，重点指向をするにも基礎になるのは管内

の息者の把握であり，これに対する全体的な管

理の機構の一環として保健如｝活動のあり方を考

えるぺきであろう．しかし保健所における患者

管理の基本となる患者登録は，現実には整理不

充分のため登録患者が年々累秘されてぽう大な

数となり，患者及び家族対策の上に大きな障害

となっている．これに対して最近諸処の保健所

でこの問題の解決が真剣に取組まれるようにな

り，登録患者を整理するとともに，登録票に種

々の情報を集中してこれを中心に患者管理の業

務を行うことが考えられ，登録事務の取扱い方

式もようやく確立されようとしている．

しかし地域における結核患者管理の1此も重要

な問題は医旗機I見との渕係であり，届出等種々

の情報の提供をはじめ，息者の医療を効果的に

行うためには患者の診放を担当する医旅機I処と

の提携が根本的に必要となってくるわけであ

る．大阪府医師会では最近とみに公衆衛生活動

に対するI周心が高まり，各地で活澄な動きをみ

せているが，住民検診等への協力のほか結核患

者の管理，特に保健婦活動には非常に興味がも

たれるようになってきた．例えば最近問題とさ

れる医療中断例は相当数に達するが，保健婦と

定期的に連絡をとって訪問を依頼する等医療機

関自身がこの問題に柏極的に参圃している所も

ーニに留らない．

こうして結核患者の管理の問題は単に保健所

内部の問題を中心とした行政の立場からだけの

検討に留らず，地域の医療機関との結びつき特

に保健婦活動と主治医との関係がこの問題を進

めるキーボイントとして強調されたのである

が，大阪における行政関係者と医師会との話合

いは患者管理の考え方を従来より少くとも一歩

進めるものであろう．

おわリに

ここで今一度，結核対策が保健所に及ぼした

影密について検討してみたい．

戦後の保健所発足当時はわが国の保健衛生全

般が戦争の影響を受けて混乱し，発疹チフス等

の流行のためその防疫活動に力を注がなければ

ならなかったし，また乳児に対する乳製品の配

給等に伴って，訪問も所内クリニックも母子衛

生に多くの時間がさかれていた．そして，とも

かくも保健所は全般的な公衆衛生のセンターと

して活動を始めたわけである．

しかしながら戦後のわが国の結核問題は，高

い死亡率を示すだけでなく社会的にも種々の禍

害の根源として，国民生活に重大な影密を及ぼ

し，結核問題の解決が国家再建の急務であると

して結核対策の強化が強く叫ばれたのである．

そして結核予防法が制定されて劃期的な結核対

策が打出され，結核対策は国の重要政策として

取上げられ今日にまで至っている．

こうして高度の結核対策が保健所で実施され

るようになったが，保健所そのものの整備はそ

れ程目立って進められなかったため，保健所の

内部においては種々の矛盾が生ずることは免れ

なかった．まず第一は他の業務との関辿であ

る．例えば公費負担制度の発足により患者及び

家族対策が強化され，それに伴って保健婦の家

庭訪問の要求量は著しく増加したが，そのため

従来大部分が母性及び乳幼児で占められていた

家庭訪問は急激に結核に移っていき，数年を経

ずしてその関係は逆になった．そしてこのよう

な内容的な重点指向だけに留らず，訪問時間の

増加により合理化がはかられ，更に労働強化が

これに加っていったのである． （一方これに対
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して乳幼児対策は集団的な取扱いが強くなり乳

検，所内クリニックでカバーする一方出張相談

の形が考え出される結果となっている．）この

ような他の業務に対する圧迫は単に保健婦事業

だけに限られたものでなく保健所の保健予防課

のすぺての面に共通してみられることである

が，戦後のわが国の公衆衛生の現状から考えて

止むをえない重点指向であったとはいうもの

の，保健所が挙げて結核対策に没入するという

結果を生み出したのである．

次には保健所の実施能力の限界と他の機1対と

の1刈辿の問題がある．保健所発足当時は設備，

技術の点で健康診断の実施機関として活躍した

が，住民検診の対象の拡大等業務量の増加は，

保健所の処理能力をはるかに超えていった．そ

こでいきおい各実施義務者に自主的に実施させ

ること，他の機関に委託すること，或は医師会

等の医療機関の協力を得ること，等々種々の方

法が考え出され保健所が直接実施することを少

くすることによって解決がはかられた．このよ

うな措置が結果的には好成結を収め，同時に保

健所が行政機関としての性格を強める端緒とな

ったのは既に述べたとおりである．

こうして結核対策が進展した一）l, 保健1frの
整備が伴わなかったことが，必然的に保健所の

活動に大きな歪を残し，視在でも結核対策だけ

で手一杯であるのが保健所の視状であろう．し

かるに結核問題がようやく見透しのつく段階に

達したとはいえ，その解決には更に強力な対策

が必要であろうし，また一方，母子衛生や成人

病対策も公衆衛生活動の重要課題として大きく
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